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公

告

〇
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表 

（
人　

事　

課
）　

　

一

 
公

告

〇
宮
城
県
の
任
用
、
給
与
、
勤
務
条
件
等
の
人
事
行
政
運
営
の
全
般
を
明
ら
か
に
し
、
人
事
行
政
に
お
け
る
公
正
性
及

び
透
明
性
を
確
保
す
る
た
め
、
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
七
年
宮
城
県
条
例
第
二

十
号
）
第
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
宮
城
県
の
平
成
二
十
二
年
度
に
お
け
る
人
事
行
政
の
運
営
の
状
況
及
び
人
事
委
員

会
の
業
務
の
状
況
に
つ
い
て
次
の
と
お
り
公
表
す
る
。

　
　

平
成
二
十
三
年
九
月
三
十
日

宮
城
県
知
事　
　

村　
　

井　
　

嘉　
　

浩　
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一
　
人
事
行
政
の
運
営
の
状
況

　
１
　
職
員
の
任
免
及
び
職
員
数
に
関
す
る
状
況

　
　
�
　
職
員
の
任
免

　
　
　
イ
　
退
職
者

　
　
　
　
　
平
成
22年

度
に
退
職
し
た
一
般
職
の
職
員
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

 
（
単
位
：
人
）

退
職
者
数

区
　
　
　
分

260
一
般
行
政
職

18
研

究
職

84
医

療
職

518
教

育
職

136
警

察
職

　
　

� 注 
１
　
「
一
般
行
政
職
」
と
は
，
行
政
職
給
料
表
適
用
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

２
　
「
研
究
職
」
と
は
，
研
究
職
給
料
表
適
用
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

３
　
「
医
療
職
」
と
は
，
医
療
職
給
料
表
�
～
�
適
用
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

４
　
「
教
育
職
」
と
は
，
教
育
職
給
料
表
�
～
�
適
用
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

５
　
「
警
察
職
」
と
は
，
公
安
職
給
料
表
適
用
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

６
　
「
技
能
労
務
職
」
と
は
，
技
能
職
等
給
料
表
適
用
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

　
　
　
ロ
　
採
用
者

　
平
成
22年

度
に
採
用
し
た
一
般
職
の
職
員
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
　
ハ
　
再
任
用
職
員

　
再
任
用
制
度
は
，
地
方
公
務
員
法
（
昭
和
25年

法
律
第
261号

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
)第
28条

の
４
及

び
第
28条

の
５
の
規
定
に
よ
り
，
高
齢
職
員
の
知
識
，
経
験
を
活
用
す
る
こ
と
な
ど
を
目
的
と
し
て
実
施
す

る
も
の
で
あ
り
，
再
任
用
を
希
望
す
る
退
職
職
員
を
，
選
考
に
よ
る
能
力
実
証
を
経
て
任
用
し
て
い
る
。

　
任
用
形
態
は
，
一
般
職
員
と
同
様
の
週
38時

間
45分

の
勤
務
と
な
る
常
時
勤
務
職
員
と
一
般
職
員
よ
り
短

い
時
間
で
の
勤
務
と
な
る
短
時
間
勤
務
職
員
が
あ
る
。

　
平
成
22年

４
月
１
日
現
在
の
再
任
用
職
員
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
�
　
職
員
数

32
技
能
労
務
職

1,048
合
　
　
　
　
計

（
単
位
：
人
）

採
用
者
数

区
　
　
　
分

149
一
般
行
政
職

10
研

究
職

69
医

療
職

255
教

育
職

201
警

察
職

1
技
能
労
務
職

685
合
　
　
　
　
計

（
単
位
：
人
）

合
　
　
計

短
時
間

 勤
務
職
員

常
　
　
時

勤
務
職
員

区
　
　
分

210
193

17
人
　
　
数
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平
成
22年

４
月
１
日
現
在
の
各
任
命
権
者
の
条
例
定
数
及
び
職
員
数
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

� 注 
　
職
員
数
は
，
毎
年
度
総
務
省
に
報
告
す
る
「
地
方
公
共
団
体
定
員
管
理
調
査
」
の
数
値
で
地
方
自
治
法

（
昭
和
22年

法
律
第
67号

）
に
基
づ
く
市
町
村
等
へ
の
派
遣
職
員
は
含
ま
な
い
。

　
な
お
，
厳
し
い
行
財
政
環
境
の
中
で
，
効
率
的
・
効
果
的
な
組
織
体
制
を
確
立
す
る
た
め
に
，
定
員
管
理
を

適
正
か
つ
計
画
的
に
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
，
平
成
18年

２
月
に
「
宮
城
県
定
員
管
理
計
画
」
を
策
定
し
，

平
成
17年

４
月
１
日
の
総
職
員
数
を
基
準
に
平
成
18年

度
か
ら
平
成
22年

度
ま
で
の
５
年
間
で
1,425人

程
度

の
純
削
減
に
取
り
組
ん
で
き
た
結
果
，
1,471人

を
削
減
し
，
目
標
を
達
成
し
た
。

　
　
�
　
身
体
障
害
者
の
任
用
状
況

　
身
体
障
害
者
の
雇
用
促
進
を
図
る
た
め
，
一
般
事
務
職
等
の
身
体
障
害
者
の
選
考
試
験
を
実
施
し
て
お
り
，

今
後
も
一
層
の
雇
用
確
保
に
努
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
平
成
22年

６
月
１
日
現
在
の
各
任
命
権
者
の
障
害
者
実
雇
用
率
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

 

　
２
　
職
員
の
給
与
の
状
況

　
　
�
　
人
件
費

　
平
成
22年

度
の
人
件
費
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
　
� 注 
１
　
普
通
会
計
と
は
，
一
般
会
計
と
特
別
会
計
（
準
公
営
企
業
会
計
を
除
く
。）
を
い
う
。

　
２
　
人
件
費
と
は
，
一
般
職
，
特
別
職
に
支
給
さ
れ
る
給
与
，
退
職
手
当
，
共
済
負
担
金
，
災
害
補
償
費
等

で
あ
る
。

　
　
�
　
職
員
給
与
費

　
平
成
22年

度
の
職
員
の
給
与
費
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
　
� 注 
１
　
職
員
手
当
に
は
，
退
職
手
当
を
含
ま
な
い
。

　
　
　
　
２
　
 特
別
職
に
支
給
さ
れ
る
給
与
及
び
報
酬
は
含
ま
な
い
。

　
　
�
　
職
員
の
平
均
給
料
月
額
，
平
均
給
与
月
額
及
び
平
均
年
齢

　
平
成
22年

４
月
１
日
現
在
の
一
般
職
の
職
員
の
平
均
給
料
月
額
，
平
均
給
与
月
額
等
は
，
次
の
と
お
り
で
あ

る
。

　
　
　
� 注 
１
　
平
均
給
料
月
額
は
，
本
俸
に
給
料
の
調
整
額
及
び
教
職
調
整
額
を
含
ん
だ
額
で
あ
る
。

２
　
高
等
学
校
教
育
職
に
は
，
特
殊
学
校
教
育
職
は
含
ま
な
い
。

３
　
平
均
給
与
月
額
は
，
平
均
給
料
月
額
に
扶
養
手
当
，
地
域
手
当
，
通
勤
手
当
，
住
居
手
当
，
管
理
職
手

（
単
位
：
人
）

職
員
数

 
条
例
定
数

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

4,797
5,042

知
事
部
局

41
43

議
会
事
務
局

6
6

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

23
24

監
査
委
員
事
務
局

18,174
19,625

教
育
委
員
会

459
491

　
教
育
委
員
会
の
事
務
局
及
び
教
育

委
員
会
の
所
管
に
属
す
る
学
校
以
外

の
教
育
機
関
の
職
員

17,715
19,134

　
教
育
委
員
会
の
所
管
に
属
す
る
学

校
の
職
員
及
び
県
費
負
担
教
職
員

16
18

労
働
委
員
会
事
務
局

17
19

人
事
委
員
会
事
務
局

3
5

海
区
漁
業
調
整
委
員
会
事
務
局

4,186
4,220

警
察
本
部

71
120

企
業
局

774
782

病
院
局

28,108
29,904

合
計

（
平
成
22年

度
普
通
会
計
決
算
）

人
件
費
率

（
Ｂ
／
Ａ
）

人
件
費
�

歳
出
額
�

％

32.3
千
円

263,959,763
千
円

817,485,940

（
平
成
22年

度
普
通
会
計
決
算
）

給
　
　
　
　
　
　
与
　
　
　
　
　
　
費

計
期
末
・
勤
勉

手
当

職
員
手
当

給
料

千
円

193,479,060
千
円

46,380,062
千
円

24,317,727
千
円

122,781,271

平
均
年
齢

 
平
均
給
与
月
額

平
均
給
料
月
額

区
　
　
　
分

43歳
０
月

406,033円
335,298円

一
般
行
政
職

40歳
３
月

457,376円
327,707円

警
察

職

44歳
11月

430,871円
381,325円

小
・
中
学
校
教
育
職

44歳
３
月

442,933円
380,485円

高
等
学
校
教
育
職

49歳
８
月

365,865円
321,560円

技
能
労
務
職

病
院
局

企
業
局

警
察
本
部

教
育
委
員
会

知
事
部
局

区
　
　
分

 
2.99％

 
2.90％

 
2.00％

 
1.79％

 
2.34％

実
雇
用
率
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当
，
時
間
外
勤
務
手
当
，
義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当
，
特
殊
勤
務
手
当
等
を
加
え
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
�
　
職
員
の
初
任
給

　
平
成
22年

４
月
１
日
現
在
の
新
規
採
用
職
員
の
初
任
給
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
�
　
職
員
の
経
験
年
数
別
・
学
歴
別
平
均
給
料
月
額

　
平
成
22年

４
月
１
日
現
在
の
経
験
年
数
別
の
平
均
給
料
月
額
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

� 注 
　
経
験
年
数
は
，
採
用
前
に
民
間
企
業
等
に
勤
務
し
た
期
間
が
あ
る
場
合
に
は
そ
の
期
間
を
換
算
し
，
採
用

後
の
勤
務
期
間
に
加
算
し
た
年
数
で
あ
る
。

　
　
�
　
一
般
行
政
職
の
級
別
職
員
数

　
職
員
は
，
従
事
す
る
職
務
の
複
雑
，
困
難
及
び
責
任
の
度
合
い
に
基
づ
き
，
そ
の
適
用
さ
れ
る
給
料
表
に
定

め
る
級
に
格
付
け
さ
れ
て
い
る
。

　
平
成
22年

４
月
１
日
現
在
の
行
政
職
給
料
表
が
適
用
さ
れ
る
一
般
行
政
職
の
級
ご
と
の
標
準
的
な
職
務
内

容
，
そ
の
職
員
数
及
び
構
成
比
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。 

　
　
�
　
職
員
手
当

　
平
成
22年

度
に
お
け
る
主
な
職
員
手
当
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

� 注 
　
本
県
の
「
特
定
幹
部
職
員
」
と
は
，
部
長
級
及
び
次
長
級
の
職
員
で
管
理
職
手
当
の
支
給
割
合
の
区
分
が

３
種
以
上
の
職
を
占
め
る
職
員
を
い
う
。

 

国
宮
　
城
　
県

区
　
　
　
　
　
　
分

172,200円
172,006円

大
学
卒

一
般
行
政
職

140,100円
139,009円

高
校
卒

200,000円
196,729円

大
学
卒

警
察

職
158,100円

162,001円
高
校
卒

－
192,112円

大
学
卒

小
・
中
学
校
教
育
職

－
192,112円

大
学
卒

高
等
学
校
教
育
職

経
験
年
数
20

年
経
験
年
数
15

年
経
験
年
数
10

年
区
　
　
　
　
　
　
分

362,447円
319,792円

261,547円
大
学
卒

一
般
行
政
職

318,226円
263,176円

218,396円
高
校
卒

370,248円
335,299円

286,961円
大
学
卒

警
察

職
340,040円

285,781円
246,329円

高
校
卒

383,839円
354,406円

306,147円
大
学
卒

小
・
中
学
校
教
育
職

389,198円
351,177円

302,849円
大
学
卒

高
等
学
校
教
育
職

272,022円
236,787円

－
高
校
卒

技
能
労
務
職

宮
城
県

愛
知
県

名
古
屋
市

大
阪
府

大
阪
市

東
京
都

 千
代
田
区

支
給
対
象
地
域

地
域
手
当

（
平
成
22年

　
４
月
１
日

　
　
現
在
）

仙
台
市
除
く

仙
台
市

1.5％
4.0％

12％
14％

17％
支

給
率

13,751人
11,622人

３
人

３
人

25人
支
給
対
象
職
員
数

３
％
（
名
取

市
，
多
賀
城

市
，
利
府
町
，

富
谷
町
）

６
％

12％
15％

18％
国
の
制
度
（
支
給
率
）

129千
円

支
給
対
象
職
員
１
人
当

た
り
平
均
支
給
年
額

（
平
成
22年

度
）

国
宮
　
　
　
城
　
　
　
県

区
　
分

特
定
幹
部
職
員

（
支
給
割
合
） 
 　
　一
般
職
員

特
定
幹
部
職
員

（
支
給
割
合
） 
 　
　一
般
職
員

期
末
手
当

勤
勉
手
当

（
平
成
22年

度
）

勤
勉
手
当

期
末
手
当

勤
勉
手
当

期
末
手
当

勤
勉
手
当

期
末
手
当

勤
勉
手
当

期
末
手
当

0.900月
分

1.05月
分

0.700月
分

1.25月
分

６
月
期

0.900月
分

1.05月
分

0.700月
分

1.25月
分

６
月
期

0.850月
分

1.15月
分

0.650月
分

1.35月
分

12月
期

0.850月
分

1.15月
分

0.650月
分

1.35月
分

12月
期

1.75月
分

2.20月
分

1.35月
分

2.60月
分

計
1.75月

分
2.20月

分
1.35月

分
2.60月

分
計

本
庁
の

 課
　
　
長

本
庁
の
統
括

課
長
補
佐

本
庁
の

 課
長
補
佐

主
任
主
査

主
　
　
事

技
　
　
師

主
　
　
事

技
　
　
師

標
準
的
な

職
務
内
容

332人
1,296人

1,738人
1,162人

393人
390人

職
員
数

5.9％
23.1％

31.0％
20.7％

7.0％
6.9％

構
成
比

計
10　

　
級

９
　
　
級

８
　
　
級

７
　
　
級

本
庁
の
部
長

（
特
に
重
要
）

本
庁
の

部
　
　
長

本
庁
の

次
　
　
長

本
庁
の

統
括
課
長

5,613人
1人

26人
80人

195人

100.0％
0.0％

0.5％
1.4％

3.5％

６
　
　
級

５
　
　
級

４
　
　
級

３
　
　
級

２
　
　
級

１
　
　
級

区
　
　
分

159千
円
　
　
　

支
給
対
象
職
員
１
人
当
た
り
平
均
支
給
年
額

（
平
成
22年

度
決
算
）
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� 注 
　
退
職
手
当
の
１
人
当
た
り
平
均
支
給
額
は
，
平
成
22年

度
に
退
職
し
た
職
員
（
警
察
職
及
び
教
育
職
を
除

く
。）
に
支
給
さ
れ
た
平
均
額
で
あ
る
。

　
３
　
職
員
の
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
の
状
況

　
職
員
の
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
は
，
国
及
び
他
の
地
方
公
共
団
体
の
職
員
と
の
間
の
均
衡
を
考
慮
し
て

条
例
等
で
定
め
て
い
る
。

　
　
�
　
職
員
の
勤
務
時
間

　
７
時
間
45分

／
日
（
休
憩
時
間
を
除
き
，
４
週
間
を
超
え
な
い
期
間
に
つ
き
１
週
間
当
た
り
38時

間
45分

）

　
　
�
　
そ
の
他
の
勤
務
条
件

　
　
　
イ
　
始
業
，
終
業
，
休
憩
時
間
等

 

　
な
お
，
本
庁
（
知
事
部
局
等
，
警
察
本
部
）
で
は
仙
台
市
内
の
朝
の
通
勤
通
学
時
間
帯
の
交
通
混
雑
を
緩

和
す
る
た
め
に
時
差
通
勤
を
行
っ
て
お
り
，
こ
れ
に
よ
る
勤
務
時
間
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
そ
の
ほ
か
，
勤
務
す
る
職
場
に
よ
っ
て
は
，
こ
れ
と
違
っ
た
勤
務
体
制
を
と
っ
て
い
る
場
合
が
あ
る
。

� 注 
　
「
知
事
部
局
等
」
と
は
，
知
事
部
局
，
議
会
事
務
局
，
選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局
，
監
査
委
員
事
務
局
，

労
働
委
員
会
事
務
局
，
人
事
委
員
会
事
務
局
，
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
事
務
局
，
企
業
局
及
び
病
院
局
を

い
う
。
以
下
同
じ
。

　
　
　
ロ
　
休
日

　
日
曜
日
及
び
土
曜
日
は
，
一
般
的
に
は
勤
務
を
要
し
な
い
日
で
あ
る
。
ま
た
，
次
に
掲
げ
る
日
に
は
，
特

に
勤
務
を
命
ぜ
ら
れ
な
い
限
り
勤
務
す
る
必
要
は
な
い
。

�
　
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
23年

法
律
第
178号

）
に
規
定
す
る
休
日

�
　
12月

29日
か
ら
翌
年
の
１
月
３
日
ま
で
の
日
（
国
民
の
祝
日
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
休
日
を
除

く
。）

　
　
　
ハ
　
休
暇

　
職
員
は
，
次
の
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
　
　
�
　
年
次
有
給
休
暇

　
年
次
有
給
休
暇
は
，
職
員
の
心
身
の
疲
労
を
回
復
さ
せ
，
労
働
力
の
維
持
培
養
を
図
る
こ
と
を
目
的
と

し
，
毎
年
20日

取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
，
採
用
さ
れ
た
年
だ
け
は
，
そ
の
採
用
さ
れ
た
月
に

よ
り
２
日
か
ら
20日

ま
で
の
日
数
と
な
り
，
翌
年
か
ら
20日

と
な
る
。

　
平
成
22年

に
職
員
が
取
得
し
た
年
次
有
給
休
暇
の
１
人
当
た
り
の
平
均
日
数
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　

　
　
� 注 
　
小
，
中
学
校
の
教
職
員
を
除
く
。

　
　
　
　
�
　
病
気
休
暇

　
職
員
が
病
気
に
か
か
り
，
又
は
負
傷
を
受
け
，
そ
の
た
め
療
養
を
必
要
と
す
る
と
き
に
は
，
療
養
の
た

44　
　
　

手
当
の
種
類
（
手
当
数
）

特
殊
勤
務
手
当

（
平
成
22年

４
月
１
日
現

在
）

教
員
特
殊
業
務
手
当
（
教
育
職
）

支
給
額
の
多
い
手
当

代
表
的
な

手
当
の
名
称

刑
事
手
当
（
警
察
職
）

教
育
業
務
連
絡
指
導
手
当
（
教
育
職
）

夜
間
看
護
等
手
当
（
医
療
職
）

警
ら
手
当
（
警
察
職
）

教
員
特
殊
業
務
手
当
（
教
育
職
）

多
く
の
職
員
に
支
給
さ
れ
て

い
る
手
当

教
育
業
務
連
絡
指
導
手
当
（
教
育
職
）

夜
間
特
殊
業
務
手
当
（
警
察
職
）

刑
事
手
当
（
警
察
職
）

警
ら
手
当
（
警
察
職
）

4,489,131千
円

支
給
総
額
（
平
成
22年

度
決
算
）

時
間
外

 勤
務
手
当

 
412千

円
  

職
員
１
人
当
た
り
平
均
支
給
年
額

（
平
成
22年

度
決
算
）

国
宮
　
　
　
　
城
　
　
　
　
県

区
　
　
分

（
支
給
率
）

　
　
　
　
　
　
自
己
都
合
　
  勧
奨
・
定
年

勤
続
2
0
年
    　
　
 
2
3
.5
0
月
分
 
  3
0
.5
5
   月
分

勤
続
2
5
年
        　
　
 
3
3
.5
0
月
分
   
4
1
.3
4
月
分

勤
続
3
5
年
    　
　
 
4
7
.5
0
   月
分
 
5
9
.2
8
   月
分

最
高
限
度
額
　
      
5
9
.2
8
  月
分
   
5
9
.2
8
月
分

  そ
の
他
の
 

定
年
前
早
期
退
職
特
例
措

加
算
措
置
 

置
（
２
％
～
2
0
％
加
算
）

１
人
当
た

り
平
均
支
 

未
公
表
　
　
　
未
公
表
　

給
額

（
支
給
率
）

　
　
　
　
　
　
自
己
都
合
　
  勧
奨
・
定
年

勤
続
2
0
年
    　
　
 
2
3
.5
0
月
分
 
  3
0
.5
5
   月
分

勤
続
2
5
年
        　
　
 
3
3
.5
0
   月
分
   
4
1
.3
4
   月
分

勤
続
3
5
年
    　
　
 
4
7
.5
0
   月
分
 
5
9
.2
8
   月
分

最
高
限
度
額
　
      
5
9
.2
8
  月
分
   
5
9
.2
8
月
分

  そ
の
他
の
 

定
年
前
早
期
退
職
特
例
措

加
算
措
置
 

置
（
２
％
～
2
0
％
加
算
）

１
人
当
た

り
平
均
支
 
4
,1
7
7
千
円
 
　
2
6
,6
5
5
千
円

給
額

退
職
手
当

（
平
成
22

年
４
月
１

日
現
在
）

終
　
業

休
憩
時
間

 
始
　
業

時
差
通
勤

区
　
　
分

17：
15

12：
00～

13：
00

８
：
30

Ａ
勤
務

17：
45

同
　
　
上

９
：
00

Ｂ
勤
務

１
人
当
た
り
平
均
取
得
日
数

9.4日

終
　
業

休
憩
時
間

 
始
　
業

17：
15

12：
00～

13：
00

８
：
30
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め
の
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
平
成
22年

度
に
７
日
以
上
の
病
気
休
暇
を
取
得
し
た
職
員
の
数
（
延
べ
）
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
� 注 
　
小
，
中
学
校
の
教
職
員
を
除
く
。

　
　
　
　
�
　
特
別
休
暇

　
結
婚
，
出
産
，
親
族
の
看
護
な
ど
一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
と
き
は
，
特
別
休
暇
を
取
得
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

　
平
成
22年

に
職
員
が
取
得
し
た
特
別
休
暇
の
１
人
当
た
り
の
平
均
日
数
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
� 注 
　
小
，
中
学
校
の
教
職
員
を
除
く
。

　
　
　
　
�
　
介
護
休
暇

　
職
員
が
配
偶
者
，
父
母
，
子
，
配
偶
者
の
父
母
等
の
負
傷
，
疾
病
又
は
老
齢
に
よ
り
介
護
を
す
る
た
め

勤
務
し
な
い
こ
と
が
相
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
，６
月
の
範
囲
内
で
介
護
休
暇
を
取
得
で
き
る
。

介
護
休
暇
に
よ
り
勤
務
し
な
い
期
間
は
無
給
と
な
る
。

　
平
成
22年

度
に
介
護
休
暇
を
取
得
し
た
職
員
の
数
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
� 注 
　
小
，
中
学
校
の
教
職
員
を
除
く
。

　
　
　
ニ
　
育
児
休
業
・
部
分
休
業
及
び
育
児
短
時
間
勤
務
制
度

　
育
児
休
業
制
度
は
，
子
を
養
育
す
る
職
員
の
継
続
的
な
勤
務
を
促
進
し
，
職
員
の
福
祉
の
増
進
と
行
政
の

円
滑
な
運
営
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
，
育
児
休
業
と
部
分
休
業
の
ほ
か
，
平
成
20年

１
月
か

ら
は
育
児
短
時
間
勤
務
制
度
等
が
設
け
ら
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
育
児
休
業
は
，
職
員
が
３
歳
に
満
た
な
い
子
を
養
育
す
る
た
め
，
当
該
子
が
３
歳
に
達
す
る
日
ま
で
取
得

す
る
こ
と
が
で
き
る
。
育
児
休
業
に
よ
り
勤
務
し
な
い
期
間
は
無
給
と
な
り
，
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に

つ
い
て
は
，
勤
務
し
な
い
期
間
に
応
じ
減
額
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　
部
分
休
業
は
，
職
員
が
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
を
養
育
す
る
た
め
，
勤
務
時
間
の
始
め

又
は
終
わ
り
に
お
い
て
，
１
日
を
通
じ
て
２
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
で
，
30分

単
位
で
取
得
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
休
業
期
間
の
給
料
は
，
勤
務
し
な
い
１
時
間
に
つ
き
，
１
時
間
当
た
り
の
給
与
額
が
減
額
さ
れ
る
。

　
育
児
短
時
間
勤
務
制
度
は
，
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で
の
子
を
養
育
す
る
職
員
が
�
４
時
間
／

日
（
20時

間
／
週
）
�
５
時
間
／
日
（
25時

間
／
週
）
�
３
日
／
週
（
24時

間
／
週
）
�
2.5日

／
週
（
20

時
間
／
週
）
等
か
ら
選
択
し
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
給
与
は
，
勤
務
時
間
に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
。

　
本
県
で
は
，
次
代
の
社
会
を
担
う
子
ど
も
た
ち
を
育
成
す
る
家
庭
に
対
す
る
支
援
と
子
ど
も
た
ち
が
健
や

か
に
生
ま
れ
育
つ
環
境
の
形
成
に
社
会
全
体
で
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
を
目
的
と
し
て
，
平
成
15年

７
月
に

成
立
し
た
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
（
平
成
15年

法
律
第
120号

）
に
基
づ
く
「
宮
城
県
特
定
事
業
主

行
動
計
画
」
を
平
成
17年

３
月
に
策
定
，
平
成
22年

３
月
に
は
，「
第
２
期
宮
城
県
特
定
事
業
主
行
動
計
画
」

を
策
定
し
，
よ
り
一
層
の
育
児
休
業
等
の
利
用
促
進
に
取
り
組
ん
で
い
る
（
教
育
委
員
会
及
び
警
察
本
部
に

お
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
個
別
に
計
画
を
策
定
し
て
い
る
。）。

　
平
成
22年

度
は
，
国
家
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
21年

法

律
第
93号

）
附
則
第
５
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
３

年
法
律
第
110号

）
の
施
行
（
平
成
22年

６
月
30日

か
ら
施
行
）
に
伴
い
，
職
員
の
配
偶
者
の
育
児
休
業
の

取
得
の
有
無
，
就
業
の
有
無
等
に
か
か
わ
り
な
く
，
職
員
は
，
育
児
休
業
若
し
く
は
部
分
休
業
を
取
得
し
，

又
は
育
児
短
時
間
勤
務
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
，
併
せ
て
，
子
の
出
生
の
日
か
ら
57日

間
（
出

生
の
日
及
び
産
後
８
週
間
）
の
期
間
内
に
最
初
の
育
児
休
業
を
し
た
職
員
は
，
特
別
の
事
情
が
な
い
場
合
で

あ
っ
て
も
，
再
び
育
児
休
業
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
平
成
22年

度
の
育
児
休
業
，
部
分
休
業
及
び
育
児
短
時
間
勤
務
の
取
得
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
� 注 
　
「
育
児
休
業
取
得
者
数
」，「

部
分
休
業
取
得
者
数
」，「

育
児
短
時
間
勤
務
取
得
者
数
」
欄
の
上
段
に
は

平
成
22年

度
に
新
た
に
育
児
休
業
（
部
分
休
業
又
は
育
児
短
時
間
勤
務
）
を
取
得
し
た
者
，
下
段
に
は
育

児
休
業
（
部
分
休
業
又
は
育
児
短
時
間
勤
務
）
の
期
間
が
平
成
21年

度
以
前
か
ら
平
成
22年

度
ま
で
に
か

取
得
人
数
（
延
べ
）

844人

１
人
当
た
り
平
均
取
得
日
数

6.6日

取
得
人
数

６
人

（
単
位
：
人
）

育
児
短
時

間
勤
務
取

得
者
数
　

部
分
休
業

取
得
者
数

育
児
休
業

取
得
者
数

0
1

7
男
性

0
0

0

6
69

229
女
性

1
47

302

6
70

236
計

1
47

302
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け
て
引
き
続
い
て
い
る
者
の
数
を
計
上
し
て
い
る
。

　
４
　
職
員
の
分
限
及
び
懲
戒
の
状
況

　
　
�
　
分
限
処
分

　
分
限
処
分
と
は
，
勤
務
実
績
不
良
の
場
合
，
心
身
の
故
障
の
場
合
，
そ
の
職
に
必
要
な
適
格
性
を
欠
く
場
合

等
に
お
い
て
，
公
務
能
率
の
維
持
並
び
に
適
正
な
行
政
運
営
の
確
保
を
図
る
た
め
に
行
わ
れ
る
処
分
で
あ
る
。

　
平
成
22年

度
の
分
限
処
分
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

� 注 
１
　
分
限
処
分
に
付
さ
れ
た
者
の
数
を
，
処
分
の
種
類
及
び
事
由
に
着
目
し
て
計
上
し
て
い
る
。

２
　
同
一
の
者
が
複
数
回
に
わ
た
っ
て
分
限
処
分
に
付
さ
れ
た
場
合
は
，
そ
の
数
を
重
複
し
て
計
上
し
て
い

る
。

　
　
�
　
懲
戒
処
分

　
懲
戒
処
分
と
は
，
法
令
に
違
反
し
た
場
合
，
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
，
若
し
く
は
職
務
を
怠
っ
た
場
合
又

は
全
体
の
奉
仕
者
た
る
に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
非
行
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
，
職
場
の
秩
序
を
維
持
し
，
回
復

を
図
る
た
め
に
行
わ
れ
る
処
分
で
あ
る
。

　
平
成
22年

度
の
懲
戒
処
分
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
５
　
職
員
の
服
務
の
状
況

　
　
�
　
服
務
制
度
の
概
要
等

　
法
第
30条

で
は
，
服
務
の
根
本
基
準
と
し
て
，
す
べ
て
の
職
員
は
，
全
体
の
奉
仕
者
と
し
て
公
共
の
利
益
の

た
め
に
勤
務
し
，
か
つ
，
職
務
の
遂
行
に
当
た
っ
て
は
，
全
力
を
挙
げ
て
こ
れ
に
専
念
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
規
定
さ
れ
て
お
り
，
法
で
は
下
記
の
義
務
や
制
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　
た
だ
し
，
研
修
を
受
け
る
場
合
や
定
期
健
康
診
断
を
受
診
す
る
場
合
の
ほ
か
，
人
事
委
員
会
が
定
め
る
場
合

に
職
務
に
専
念
す
る
義
務
が
免
除
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
ま
た
，
営
利
企
業
等
へ
の
従
事
に
関
し
て
は
，
許
可

基
準
を
設
け
運
用
し
て
い
る
。

　
　
�
　
綱
紀
の
保
持

　
職
員
は
全
体
の
奉
仕
者
で
あ
っ
て
，
そ
の
職
務
は
住
民
か
ら
負
託
さ
れ
た
公
務
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
公
務
員

と
し
て
の
綱
紀
の
保
持
に
つ
い
て
は
，
常
日
ご
ろ
か
ら
職
員
に
対
し
て
注
意
を
喚
起
し
，
そ
の
徹
底
を
図
っ
て

い
る
。

（
単
位
：
人
）

合
　
計

免
職

停
職

減
給

戒
告

 
処
分
の
種
類

処
　
分
　
事
　
由

18
10

6
1

1
法
第
29条

第
１
項
第
１
号

法
令
に
違
反
し
た
場
合

5
0

0
2

3
法
第
29条

第
１
項
第
２
号

職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
，
又

は
職
務
を
怠
っ
た
場
合

法
の
規
定

服
務
の
具
体
的
内
容

法
第
31条

服
務
の
宣
誓

法
第
32条

法
令
等
及
び
上
司
の
職
務
上
の
命
令
に
従
う
義
務

法
第
33条

信
用
失
墜
行
為
の
禁
止

法
第
34条

秘
密
を
守
る
義
務

法
第
35条

職
務
に
専
念
す
る
義
務

法
第
36条

政
治
的
行
為
の
制
限

法
第
37条

争
議
行
為
等
の
禁
止

法
第
38条

営
利
企
業
等
の
従
事
制
限

（
単
位
：
人
）

失
職

合
計

降
給

休
職

免
職

降
任

 
処
分
の
種
類

処
　
分
　
事
　
由

0
0

0
法
第
28条

第
１
項
第
１
号

勤
務
実
績
が
良
く
な
い
場
合

145
145

0
0

法
第
28条

第
１
項
第
２
号

第
２
項
第
１
号

心
身
の
故
障
の
場
合

0
0

0
法
第
28条

第
１
項
第
３
号

職
に
必
要
な
適
格
性
を
欠
く
場

合

0
0

0
法
第
28条

第
１
項
第
４
号

職
制
若
し
く
は
定
数
の
改
廃
又

は
予
算
の
減
少
に
よ
り
廃
職
又

は
過
員
を
生
じ
た
場
合

4
4

法
第
28条

第
２
項
第
２
号

刑
事
事
件
に
関
し
起
訴
さ
れ
た

場
合

6
0

6
法
第
27条

第
２
項
　
　
　

条
例
で
定
め
る
事
由
に
よ
る
場

合

155
0

155
0

0
合
　
　
　
　
　
計

0
法
第
28条

第
４
項
に
よ
り
失
職
し
た
者

0
法
第
28条

第
４
項
に
基
づ
く
条
例
に
よ
り
失
職

し
な
か
っ
た
者

5
0

0
4

1
法
第
29条

第
１
項
第
３
号

全
体
の
奉
仕
者
た
る
に
ふ
さ
わ

し
く
な
い
非
行
の
あ
っ
た
場
合

28
10

6
7

5
合
　
　
　
　
　
計
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平
成
22年

度
に
お
い
て
は
，
綱
紀
の
保
持
に
関
す
る
職
員
へ
の
文
書
通
知
を
，
次
の
と
お
り
行
っ
て
い
る
。

　
６
　
職
員
の
研
修
及
び
勤
務
成
績
の
評
定
の
状
況

　
　
�
　
職
員
の
研
修

　
よ
り
良
質
な
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
効
率
的
に
提
供
し
て
い
く
た
め
に
は
，
職
員
全
体
の
資
質
の
向
上
，
勤
務
能

率
の
発
揮
及
び
増
進
が
，
さ
ら
に
は
，
意
欲
的
な
職
員
に
対
し
て
研
修
機
会
を
提
供
す
る
こ
と
な
ど
が
重
要
で

あ
る
と
考
え
て
お
り
，
積
極
的
に
各
種
研
修
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　
本
県
に
お
け
る
人
事
施
策
を
展
開
す
る
上
で
の
共
通
の
指
針
で
あ
る
「
み
や
ぎ
人
財
育
成
基
本
方
針
」（
平

成
18年

３
月
策
定
）
で
は
，「
自
分
で
学
び
，
自
分
を
育
む
」
こ
と
を
職
員
の
育
成
の
考
え
方
の
根
本
に
捉
え

て
お
り
，そ
こ
で
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
本
県
が
目
指
す
職
員
像
の
実
現
に
向
け
た
職
員
の
育
成
を
図
る
た
め
，

「
自
律
型
人
財
の
育
成
」，「
政
策
力
の
一
層
の
強
化
」，「
庁
外
の
人
々
と
の
交
流
の
拡
大
」
及
び
「
キ
ャ
リ
ア

形
成
の
積
極
的
な
支
援
」
を
職
員
研
修
の
基
本
方
向
と
し
て
，
職
員
の
「
自
律
的
な
能
力
開
発
」
を
サ
ポ
ー
ト

す
る
研
修
の
実
施
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　
　
　
イ
　
知
事
部
局
等

　
　
　
　
�
　
職
場
研
修

　
各
職
場
に
お
い
て
，
主
に
上
司
が
部
下
職
員
に
対
し
て
，
日
常
業
務
を
通
じ
て
職
務
遂
行
に
必
要
な
知

識
，
能
力
等
を
付
与
し
，
指
導
・
育
成
を
行
っ
て
い
る
。
個
々
の
ニ
ー
ズ
に
対
し
て
適
切
な
指
導
が
で
き

る
ほ
か
，
時
間
や
場
所
の
制
約
が
な
い
な
ど
の
利
点
が
あ
り
，
実
践
的
な
能
力
開
発
に
極
め
て
効
果
的
な

研
修
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
，
公
務
研
修
所
で
は
，
職
場
研
修
用
の
小
冊
子
を
作
成
・
配
布
す
る
と
と
も

に
，
公
務
員
倫
理
，
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
，
接
遇
な
ど
に
関
す
る
ビ
デ
オ
教
材
の
貸
出
し
を
行
う
こ
と
に
よ

り
，
職
場
研
修
の
実
施
を
支
援
し
て
い
る
。

　
　
　
　
�
　
研
修
所
研
修

　
地
方
主
権
型
社
会
の
実
現
を
控
え
て
一
人
ひ
と
り
の
職
員
が
身
に
付
け
る
べ
き
政
策
力
の
強
化
及
び
職

員
が
仕
事
を
通
じ
た
自
己
実
現
を
目
指
す
こ
と
が
で
き
る
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
重
視
し
た
研
修
を
展
開
し
て

い
る
。
こ
の
た
め
，
職
員
一
人
ひ
と
り
が
自
身
の
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
を
も
と
に
，
自
ら
研
修
科
目
を
選
択

し
て
受
講
で
き
る
選
択
制
研
修
を
中
心
と
し
た
研
修
体
系
に
よ
る
と
と
も
に
，階
層
別
研
修
に
つ
い
て
は
，

研
修
内
容
の
充
実
と
研
修
科
目
の
厳
選
化
を
図
っ
て
い
る
ほ
か
，
市
町
村
職
員
等
と
の
交
流
研
修
や
民
間

企
業
体
験
研
修
の
実
施
に
よ
り
，
創
造
性
豊
か
な
職
員
の
育
成
に
努
め
て
い
る
。

　
な
お
，
職
員
研
修
規
程
（
平
成
９
年
宮
城
県
訓
令
甲
第
10号

）
第
25条

の
規
定
に
よ
り
，
他
の
任
命
権

者
，
市
町
村
長
等
か
ら
，
所
属
職
員
の
研
修
に
つ
い
て
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
，
職
員
研
修
を

当
該
職
員
に
受
講
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

　
平
成
22年

度
に
実
施
し
た
公
務
研
修
所
で
の
研
修
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
　
　
�
　
部
局
研
修

　
部
局
と
し
て
共
通
の
行
政
課
題
を
解
決
し
て
い
く
た
め
に
は
，
所
属
す
る
職
員
が
持
て
る
知
恵
を
出
し

合
い
，
一
丸
と
な
っ
て
解
決
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
で
あ
り
，
そ
れ
ぞ
れ
の
職
場
の
連
携
と
職
員
の
相

互
理
解
，
共
通
認
識
を
促
す
場
と
し
て
部
局
研
修
は
極
め
て
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。

　
環
境
生
活
部
，
保
健
福
祉
部
，
経
済
商
工
観
光
部
，
農
林
水
産
部
，
土
木
部
等
に
お
い
て
は
，
各
職
種

に
求
め
ら
れ
る
技
術
力
向
上
の
た
め
，
そ
れ
ぞ
れ
研
修
計
画
を
策
定
し
，
職
員
の
育
成
に
努
め
て
い
る
。

　
　
　
　
�
　
派
遣
研
修

　
派
遣
研
修
は
広
範
な
専
門
知
識
を
修
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
貴
重
な
機
会
で
あ
り
，
省
庁
，
他
都
道
府

県
，
県
内
市
町
村
，
自
治
大
学
校
，
財
団
法
人
東
北
自
治
研
修
所
，
大
学
院
，
民
間
企
業
等
へ
の
派
遣
を

行
っ
て
い
る
。

　
　
　
ロ
　
教
育
委
員
会

　
　
　
　
�
　
教
員

　
宮
城
県
教
育
委
員
会
で
は
，「
宮
城
県
教
員
研
修
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
を
平
成
20年

３
月
に
策
定
し
，

（
単
位
：
人
）

受
講
者
数

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

361
新
任
職
員
研
修

階
層
別
研
修

168
班
長
研
修

189
管
理
者
研
修

192
み
や
ぎ
人
財
育
成
管
理
者
セ
ミ
ナ
ー

50
技
能
職
員
研
修

303
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
研
修

103
キ
ャ
リ
ア
開
発
支
援
者
研
修

220
Ｏ
Ｊ
Ｔ
支
援
研
修

1,114
選
択
制
研
修

2,700
計

（
単
位
：
回
）

警
察
本
部

教
育
委
員
会

病
　
院
　
局

知
事
部
局
等

（
病
院
局
を
除
く
。）

区
　
　
　
　
　
　
分

2
2

2
2

選
挙
に
関
す
る
服
務
規
律
の
確
保

6
12

2
2

倫
理
の
保
持
，
綱
紀
の
保
持



号外第89号　平成23年９月30日　金曜日 宮　　城　　県　　公　　報 （8）
教
員
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
研
修
体
系
を
構
築
し
て
い
る
。

　
こ
の
研
修
体
系
は
，
教
職
経
験
段
階
と
研
修
種
別
の
２
つ
の
軸
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
教
職
経
験
段
階

を
横
軸
に
と
り
教
職
経
験
Ⅰ
期
（
基
礎
形
成
期
），
教
職
経
験
Ⅱ
期
（
資
質
成
長
期
），
教
職
経
験
Ⅲ
期

（
資
質
充
実
期
），
教
職
経
験
Ⅳ
期
（
深
化
発
展
期
）
の
四
段
階
に
分
け
，
教
員
と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
時

期
に
身
に
付
け
る
べ
き
質
や
能
力
の
概
要
を
示
し
た
。
次
に
，
研
修
種
別
を
縦
軸
に
と
り
，
基
本
研
修

（
指
定
研
修
，
職
能
研
修
），
専
門
研
修
，
総
合
研
修
（
派
遣
研
修
，
課
題
研
修
，
教
職
教
養
研
修
），
校

内
研
修
・
指
導
力
向
上
長
期
特
別
研
修
へ
の
支
援
と
に
分
類
し
，
そ
れ
ぞ
れ
の
教
職
経
験
段
階
に
研
修
を

位
置
付
け
，
そ
れ
ぞ
れ
の
研
修
の
ね
ら
い
や
内
容
を
大
ま
か
に
示
し
，
研
修
体
系
全
体
が
概
観
で
き
る
よ

う
に
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
� 注 
　
人
数
は
延
べ
人
数
で
あ
る
。

　
　
　
　
�
　
学
校
事
務
職
等

　
事
務
職
員
等
研
修
規
程
（
昭
和
52年

宮
城
県
教
育
委
員
会
訓
令
甲
第
５
号
）
及
び
み
や
ぎ
人
財
育
成
基

本
方
針
に
基
づ
き
，
創
造
性
豊
か
で
自
律
的
に
行
動
す
る
職
員
の
育
成
を
目
標
に
，
自
律
的
な
能
力
開
発

を
サ
ポ
ー
ト
す
る
研
修
体
制
を
構
築
し
た
。
階
層
別
研
修
で
は
，
そ
れ
ぞ
れ
の
職
階
に
応
じ
た
職
務
遂
行

に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
習
得
並
び
に
資
質
の
向
上
を
図
る
こ
と
の
で
き
る
科
目
を
実
施
し
た
ほ
か
，
選

択
制
研
修
で
は
，
職
員
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
向
け
，「
職
員
と
し
て
の
求
め
ら
れ
る
能
力
」
の
開
発
に
対

応
し
た
研
修
を
実
施
し
た
。

　
専
門
研
修
で
は
，業
務
遂
行
上
の
必
要
性
か
ら
受
講
希
望
者
の
多
い
Ｏ
Ａ
研
修
を
実
施
す
る
と
と
も
に
，

初
め
て
学
校
図
書
館
担
当
と
な
っ
た
事
務
職
員
に
対
し
て
，
業
務
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
の
修
得
を
図

る
研
修
も
実
施
し
た
。

　
　
　
　
　
� 注 
　
（
　
）
内
の
数
字
は
選
択
制
研
修
の
受
講
者
数
に
含
ま
れ
て
い
る
。

　
　
　
ハ
　
警
察
本
部

　
宮
城
県
警
察
教
養
に
関
す
る
規
則
（
平
成
13年

宮
城
県
公
安
委
員
会
規
則
第
14号

）
及
び
宮
城
県
警
察
教

養
規
程
（
平
成
13年

宮
城
県
警
察
本
部
訓
令
第
22号

）
に
基
づ
き
，
警
察
職
員
一
人
ひ
と
り
が
，
警
察
法

（
昭
和
29年

法
律
第
162号

）
の
精
神
に
の
っ
と
り
，
民
主
警
察
の
本
質
と
警
察
の
責
務
と
を
自
覚
し
，
職

務
に
係
る
倫
理
（
職
務
倫
理
）
を
保
持
し
，
適
正
に
職
務
を
遂
行
す
る
能
力
を
修
得
す
る
た
め
，
警
察
学
校

及
び
職
場
に
お
け
る
教
養
等
を
実
施
し
て
い
る
。

（
単
位
：
人
）

受
講
者
数

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

9,043
基
本
研
修
（
初
任
者
研
修
等
）

一
般
研
修

3,934
専
門
研
修
（
教
科
・
領
域
等
）

97
総
合
研
修
（
最
新
教
育
課
題
等
）

252
長
期
研
修

13,326
計

（
単
位
：
人
）

受
講
者
数

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

38
新
任
職
員
研
修
（
前
・
後
期
）

階
層
別
研
修

31
新
任
職
員
研
修
（
実
務
）

24
主
事
・
技
師
級
研
修
会

20
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
研
修

93
キ
ャ
リ
ア
開
発
支
援
者
研
修

（
35）

主
査
級
研
修
（
選
択
制
研
修
か
ら
１
講
座
選
択
）

（
26）

主
任
主
査
級
研
修（
選
択
制
研
修
か
ら
１
講
座
選
択
）

23
事
務
次
長
研
修

38
管
理
者
研
修

30
労
務
職
員
研
修

183
全
11講

座
選
択
制
研
修

22
事
務
職
員
Ｏ
Ａ
研
修

専
門
研
修

5
学
校
図
書
館
担
当
事
務
職
員
研
修

507
計

（
単
位
：
人
）

受
講
者
数

区
　
　
　
　
　
　
　
　
分

168
初
任
科

採
用
時
教
養

140
初
任
補
修
科

11
一
般
職
員
初
任
科

7
警
察
運
営
科

昇
任
時
教
養

27
警
部
任
用
科

71
警
部
補
任
用
科

113
巡
査
部
長
任
用
科

10
課
長
補
佐
任
用
科
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�
　
職
員
の
勤
務
成
績
の
評
定

　
任
命
権
者
は
，
公
務
能
率
を
増
進
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
に
，
職
員
の
執
務
に
つ
い
て
定
期
的
に
勤
務
成
績
の

評
定
を
行
い
，
そ
の
評
価
の
結
果
に
応
じ
た
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

　
各
任
命
権
者
に
お
い
て
は
，
職
員
個
々
の
適
性
，
能
力
，
経
験
な
ど
を
把
握
し
，
そ
れ
に
基
づ
い
た
適
材
適

所
の
人
事
配
置
や
昇
任
を
行
う
こ
と
に
よ
り
，
職
員
の
意
欲
を
引
き
出
し
，
資
質
向
上
を
図
っ
て
い
る
。

　
各
任
命
権
者
の
勤
務
成
績
の
評
定
の
概
要
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
　
イ
　
知
事
部
局
等

　
次
長
級
以
上
の
職
員
に
つ
い
て
は
，
組
織
経
営
に
必
要
な
判
断
力
，
情
報
分
析
力
，
統
率
力
等
に
つ
い
て

総
合
的
に
評
価
を
行
う
こ
と
と
し
，
評
定
者
は
被
評
定
者
に
対
し
上
位
の
部
局
長
等
と
な
っ
て
い
る
。

　
参
事
級
，
課
長
級
及
び
課
長
補
佐
級
の
職
員
に
つ
い
て
は
，
組
織
管
理
能
力
，
業
務
推
進
能
力
，
勤
務
態

度
，
実
績
及
び
全
体
評
価
を
行
う
こ
と
と
し
，
評
価
者
は
被
評
価
者
の
所
属
長
等
と
な
っ
て
い
る
。

　
主
幹
級
以
下
の
職
員
に
つ
い
て
は
，
能
力
，
態
度
，
実
績
（
主
任
主
査
級
以
上
は
，
管
理
監
督
的
能
力
が

加
わ
る
。）
に
つ
い
て
総
合
的
に
評
価
を
行
う
こ
と
と
し
，
評
価
者
は
，
被
評
価
者
の
所
属
長
等
と
な
っ
て

い
る
。

　
な
お
，
い
ず
れ
の
職
位
に
お
い
て
も
，
複
数
の
評
定
段
階
を
経
て
行
っ
て
い
る
。

　
　
　
ロ
　
教
育
委
員
会

　
校
長
に
つ
い
て
は
，
教
育
活
動
の
計
画
と
実
施
，
組
織
運
営
・
職
員
指
導
監
督
，
事
務
掌
理
・
施
設
管
理

に
つ
い
て
，
自
己
評
価
，
面
談
の
結
果
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
評
価
を
行
う
こ
と
と
し
，
評
価
者
は
県
立

学
校
に
お
い
て
は
県
教
育
委
員
会
教
育
長
，
市
町
村
立
学
校
に
お
い
て
は
市
町
村
教
育
委
員
会
教
育
長
と

な
っ
て
い
る
。

　
教
頭
，
教
諭
，
養
護
教
諭
，
事
務
職
員
等
に
つ
い
て
は
，
そ
れ
ぞ
れ
の
職
種
に
応
じ
た
評
価
項
目
に
よ
り

評
定
を
行
う
こ
と
と
し
，
評
定
者
は
県
立
学
校
に
お
い
て
は
被
評
定
者
の
所
属
す
る
学
校
長
，
市
町
村
立
学

校
に
お
い
て
は
被
評
定
者
の
所
属
す
る
学
校
の
校
長
等
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
ハ
　
警
察
本
部

　
警
視
及
び
同
相
当
一
般
職
員
に
つ
い
て
は
，
業
績
評
価
と
性
格
，
素
行
，
人
柄
等
の
人
物
評
価
及
び
方
策

の
立
案
，
業
務
運
営
，
組
織
統
率
等
の
能
力
評
価
を
総
合
的
に
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
警
部
及
び
同
相
当
一
般
職
員
以
下
に
つ
い
て
は
，
目
標
の
達
成
度
，
迅
速
度
（
仕
事
の
処
理
），
取
組
に

対
す
る
積
極
性
等
の
業
績
評
価
，
知
識
技
能
，
創
意
工
夫
，
判
断
・
実
行
力
，
折
衝
調
整
力
等
の
能
力
評
価

を
総
合
的
に
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
評
定
者
は
，
被
評
定
者
に
対
し
，
そ
の
直
属
の
上
位
階
級
の
上
司
と
な
っ
て
い
る
。

　
７
　
職
員
の
福
祉
及
び
利
益
の
保
護
の
状
況

　
　
�
　
職
員
の
福
祉

　
　
　
イ
　
職
場
の
安
全
衛
生

　
労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
47年

法
律
第
57号

）
及
び
学
校
保
健
安
全
法
（
昭
和
33年

法
律
第
56号

）
並
び

に
職
員
安
全
衛
生
管
理
規
程
を
廃
止
す
る
訓
令
（
平
成
23年

宮
城
県
訓
令
甲
第
９
号
）
に
よ
る
廃
止
前
の
職

員
安
全
衛
生
管
理
規
程
（
平
成
12年

宮
城
県
訓
令
甲
第
27号

）
の
規
定
に
基
づ
き
，
定
期
健
康
診
断
，
成
人

病
健
康
診
断
等
を
実
施
し
，
職
員
の
安
全
と
健
康
の
保
持
，
増
進
及
び
快
適
な
職
場
環
境
の
形
成
に
努
め
た
。

　
平
成
22年

度
の
定
期
健
康
診
断
の
受
診
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

� 注 
　
市
町
村
立
学
校
の
教
職
員
に
つ
い
て

は
，
各
市
町
村
で
受
診
す
る
た
め
，
計

上
し
て
い
な
い
。

　
　
　
ロ
　
職
員
宿
舎

　
事
務
や
事
業
の
円
滑
な
運
営
を
目
的
に
，
職
員
と
そ
の
家
族
が
居
住
す
る
た
め
の
住
宅
や
寮
を
整
備
し
，

管
理
し
て
い
る
。

　
平
成
22年

度
末
の
設
置
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
単
位
：
人
）

受
診
者
数

検
 査
 項
 目

15,112
胸
部
Ｘ
線
検
査

15,279
血
圧
検
査

15,227
尿
検
査

14,176
血
液
生
化
学
検
査

13,052
心
電
図
検
査

設
　
　
置
　
　
数

戸

1,321　
棟

103　
職
員
住
宅

室

670　
棟

13　
職
員
寮

11
係
長
任
用
科

17
主
任
任
用
科

933
専
門
教
養

1,508
計



号外第89号　平成23年９月30日　金曜日 宮　　城　　県　　公　　報 （10）

　
　
　
ハ
　
共
済
制
度

　
共
済
制
度
と
は
，
職
員
の
掛
金
と
使
用
者
で
あ
る
地
方
公
共
団
体
等
の
負
担
金
を
財
源
と
し
て
，
職
員
の

生
活
の
安
定
と
福
祉
の
向
上
を
図
る
も
の
で
，
地
方
職
員
共
済
組
合
等
が
下
記
の
各
種
給
付
事
業
や
福
祉
事

業
を
行
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
�
　
短
期
給
付
事
業

　
職
員
と
そ
の
家
族
の
病
気
や
負
傷
等
に
伴
い
，
必
要
と
な
る
治
療
費
や
入
院
費
，
出
産
費
，
育
児
休
業

手
当
金
等
の
給
付
を
行
っ
て
い
る
。

　
　
　
　
　
〇
　
地
方
職
員
共
済
組
合

　
　
　
　
　
〇
　
公
立
学
校
共
済
組
合

　
　
　
　
　
〇
　
警
察
職
員
共
済
組
合

　
　
　
　
�
　
長
期
給
付
事
業

　
職
員
が
退
職
し
た
場
合
，
在
職
中
の
病
気
や
負
傷
に
よ
る
障
害
に
な
っ
た
場
合
，
又
は
在
職
中
に
死
亡

し
た
場
合
に
，
老
後
の
生
活
や
遺
族
の
生
活
の
安
定
の
た
め
年
金
や
一
時
金
の
給
付
を
し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
〇
　
地
方
職
員
共
済
組
合
・
公
立
学
校
共
済
組
合
・
警
察
職
員
共
済
組
合

　
　
　
　
　
　
　
（
平
成
22年

４
月
か
ら
８
月
ま
で
）

　
　
　
　
　
　
　
（
平
成
22年

９
月
以
降
）

　
　
　
　
�
　
福
祉
事
業

　
職
員
と
そ
の
家
族
が
健
康
で
豊
か
な
生
活
が
送
れ
る
よ
う
，
健
康
増
進
の
事
業
な
ど
各
種
事
業
を
実
施

し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
〇
　
地
方
職
員
共
済
組
合

　
　
　
　
　
〇
　
公
立
学
校
共
済
組
合

　
　
　
　
　
〇
　
警
察
職
員
共
済
組
合

　
　
　
ニ
　
公
務
災
害
補
償

　
地
方
公
務
員
災
害
補
償
制
度
は
，
地
方
公
務
員
が
公
務
上
の
災
害
（
負
傷
，
疾
病
，
障
害
又
は
死
亡
を
い

う
。）
又
は
通
勤
に
よ
る
災
害
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
害
を
補
償
す
る
と
と
も
に
，
必
要
な
福
祉
事
業
を
行
う

も
の
で
あ
る
。

　
平
成
22年

度
の
補
償
等
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

区
　
分

給
料
月
額
×
51.805/1000

期
末
手
当
等
×
41.44/1000

給
料
月
額
×
51.48/1000

期
末
手
当
等
×
41.18/1000

医
療
給
付

給
料
月
額
×
5.99/1000

期
末
手
当
等
×
4.79/1000

給
料
月
額
×
5.99/1000

期
末
手
当
等
×
4.79/1000

介
護
保
険

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

区
　
分

給
料
月
額
×
37.41/1000

期
末
手
当
等
×
29.93/1000

給
料
月
額
×
37.00/1000

期
末
手
当
等
×
29.60/1000

医
療
給
付

給
料
月
額
×
4.86/1000

期
末
手
当
等
×
3.89/1000

給
料
月
額
×
4.86/1000

期
末
手
当
等
×
3.89/1000

介
護
保
険

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

区
　
分

給
料
月
額
×
48.23/1000

期
末
手
当
等
×
38.58/1000

給
料
月
額
×
48.10/1000

期
末
手
当
等
×
38.48/1000

医
療
給
付

給
料
月
額
×
6.50/1000

期
末
手
当
等
×
5.20/1000

給
料
月
額
×
6.50/1000

期
末
手
当
等
×
5.20/1000

介
護
保
険

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

給
料
月
額
×
137.7125/1000

期
末
手
当
等
×
110.17/1000

給
料
月
額
×
94.7125/1000

期
末
手
当
等
×
75.77/1000

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

給
料
月
額
×
139.9250/1000

期
末
手
当
等
×
111.94/1000

給
料
月
額
×
96.9250/1000

期
末
手
当
等
×
77.54/1000

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

給
料
月
額
×
1.48/1000

期
末
手
当
等
×
1.18/1000

給
料
月
額
×
1.48/1000

期
末
手
当
等
×
1.18/1000

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

給
料
月
額
×
1.65/1000

期
末
手
当
等
×
1.32/1000

給
料
月
額
×
1.65/1000

期
末
手
当
等
×
1.32/1000

事
業
主
負
担
金

 
本
　
人
　
掛
　
金

給
料
月
額
×
1.65/1000

期
末
手
当
等
×
1.32/1000

給
料
月
額
×
1.65/1000

期
末
手
当
等
×
1.32/1000

戸
・
室

1,991　
棟

116　
計
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�
　
職
員
の
利
益
の
保
護

　
　
　
イ
　
措
置
要
求
制
度

　
法
第
46条

の
規
定
に
よ
り
，
職
員
は
，
給
与
，
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に
関
し
，
人
事
委
員
会
に

対
し
て
，
任
命
権
者
に
よ
り
適
当
な
措
置
が
執
ら
れ
る
べ
き
こ
と
を
要
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い

る
。

　
な
お
，
企
業
職
員
（
企
業
局
，
病
院
局
）
に
つ
い
て
は
，
地
方
公
営
企
業
法
（
昭
和
27年

法
律
第
292号

。

以
下
「
地
公
企
法
」
と
い
う
。）
第
39条

第
１
項
に
お
い
て
，
法
第
46条

の
適
用
が
除
外
さ
れ
て
い
る
が
，

地
方
公
営
企
業
等
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
27年

法
律
第
289号

。
以
下
「
地
公
労
法
」
と
い
う
。）

第
５
条
の
規
定
に
よ
り
，
労
働
組
合
を
結
成
し
て
労
働
協
約
を
締
結
す
る
権
利
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

　
　
　
ロ
　
不
利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申
立
て

　
法
第
49条

の
２
の
規
定
に
よ
り
，
懲
戒
そ
の
他
そ
の
意
に
反
す
る
と
認
め
る
不
利
益
な
処
分
を
受
け
た
職

員
は
，
人
事
委
員
会
に
行
政
不
服
審
査
法
（
昭
和
37年

法
律
第
160号

）
に
よ
る
不
服
申
立
て
を
す
る
こ
と

が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
な
お
，
企
業
職
員
に
つ
い
て
は
，
地
公
企
法
第
39条

第
１
項
に
お
い
て
，
行
政
不
服
審
査
法
の
適
用
が
除

外
さ
れ
て
い
る
が
，
地
公
労
法
第
７
条
及
び
第
13条

並
び
に
労
働
組
合
法
（
昭
和
24年

法
律
第
174号

）
第

７
条
，
第
27条

等
の
規
定
に
よ
り
保
護
さ
れ
て
い
る
。

二
　
人
事
委
員
会
の
業
務
の
状
況

　
１
　
職
員
の
競
争
試
験
及
び
選
考
の
状
況

　
法
に
規
定
す
る
成
績
主
義
の
原
則
に
基
づ
き
，
職
員
の
任
用
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
48年

人
事
委
員
会
規
則
４

－
０
）
を
定
め
，
職
員
の
採
用
に
当
た
っ
て
は
，
原
則
と
し
て
競
争
試
験
に
よ
り
，
ま
た
，
医
師
等
競
争
試
験
に

よ
り
難
い
と
認
め
ら
れ
る
一
部
の
職
種
に
つ
い
て
は
選
考
に
よ
り
，受
験
成
績
そ
の
他
の
能
力
の
実
証
に
基
づ
き
，

厳
正
に
優
秀
な
人
材
の
確
保
に
努
め
て
い
る
。

　
　
�
　
競
争
試
験
の
実
施
状
況

　
平
成
22年

度
の
競
争
試
験
の
実
施
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
　
イ
　
実
施
日

 

　
　
　
ロ
　
競
争
試
験
の
実
施
状
況

　
　
�
　
採
用
・
転
任
選
考
の
実
施
状
況

　
平
成
22年

度
の
採
用
及
び
転
任
選
考
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
単
位
：
人
）

計
そ
の
他

警
察

本
部

教
　
育

委
員
会

知
事

部
局

区
　
　
　
分

3
0

1
0

2
部
長
及
び
そ
の
相
当
職

0
0

0
0

0
次
長
及
び
そ
の
相
当
職

20
2

6
11

1
課
長
及
び
そ
の
相
当
職

83
19

7
21

36
課
長
補
佐
及
び
そ
の

相
当
職
以
下

106
21

14
32

39
合
　
　
　
計

（
単
位
：
人
）

競
争
倍
率

　
（
倍
）

最
終

合
格
者
数

第
１
次

合
格
者
数

受
験
率

　
（
％
）

受
験

者
数

申
込

者
数

区
　
分

9.3
134

348
73.3

1,240
1,691

大
卒
程
度

試
　
　
験

14.4
38

105
79.2

547
691

短
大
卒

程
度
試
験

6.3
71

177
87.2

450
516

高
卒
程
度

試
　
　
験

9.7
134

426
81.8

1,296
1,585

警
察
官
Ａ

試
験

13.0
57

282
89.6

740
826

警
察
官
Ｂ

試
験

平
成
22年

８
月
20日

平
成
22年

７
月
23日

平
成
22年

７
月
26日

～
８
月
４
日

平
成
22年

６
月
27日

大
卒
程
度

試
　
　
験

平
成
22年

11月
19日

平
成
22年

10月
25日

平
成
22年

11月
１
日
～
４
日

平
成
22年

９
月
26日

短
大
卒
程

度
試
験

平
成
22年

11月
19日

平
成
22年

10月
25日

平
成
22年

10月
27日

～
29日

平
成
22年

９
月
26日

高
卒
程
度

試
　
　
験

平
成
22年

８
月
27日

平
成
22年

８
月
５
日

平
成
22年

８
月
６
日
～
12日

平
成
22年

７
月
11日

警
察
官
Ａ

試
験

平
成
22年

11月
19日

平
成
22年

10月
12日

平
成
22年

10月
13日

～
19日

平
成
22年

９
月
19日

警
察
官
Ｂ

試
験

（
単
位
：
件
）

福
祉
事
業

補
　
　
　
　
　
　
　
　
　
償

計
そ
の
他

遺
族
補
償

障
害
補
償

療
養
補
償

68
236

3
30

18
185

最
終
合
格
発
表
日

２
次
試
験
日

 
１
次
試
験
日

 
区
　
分
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�
　
昇
任
選
考
の
実
施
状
況

　
平
成
22年

度
の
昇
任
選
考
の
実
施
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
２
　
給
与
，
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
報
告
及
び
勧
告
の
状
況

　
人
事
委
員
会
は
，
法
第
８
条
，
第
14条

及
び
第
26条

の
規
定
に
基
づ
き
，
職
員
の
給
与
の
実
態
把
握
及
び
民
間

事
業
所
従
業
員
の
給
与
，
生
計
費
の
水
準
把
握
な
ど
職
員
の
給
与
決
定
の
諸
条
件
等
に
つ
い
て
調
査
及
び
検
討
を

行
い
，
議
会
及
び
知
事
に
対
し
て
職
員
の
給
与
等
に
関
し
て
報
告
す
る
と
と
も
に
，
併
せ
て
給
与
に
関
す
る
勧
告

を
行
っ
た
。

　
平
成
22年

度
の
勧
告
の
状
況
に
つ
い
て
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　
�
　
勧
告
日

　
　
　
　
平
成
22年

10月
18日

　
　
�
　
公
民
較
差
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

� 注 
　
（
　
）
内
は
，
知
事
等
及
び
職
員
の
給
与
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
平
成
21年

宮
城
県
条
例
第
12号

）
に

よ
る
減
額
措
置
後
の
額
で
あ
る
。

　
　
�
　
勧
告
の
内
容

　
　
　
イ
　
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
改
正

�
　
給
料
表

　
現
行
の
給
料
表
（
医
療
職
給
料
表
�
を
除
く
。）
を
別
記
第
１
の
と
お
り
改
定
す
る
こ
と
。［
別
記
第
１

略
］

　
医
療
職
給
料
表
�
等
を
除
き
，
中
高
齢
層
に
つ
い
て
給
料
月
額
を
引
下
げ
改
定

・
行
政
職
給
料
表
　
中
高
齢
層
（
40歳

台
以
上
）
が
受
け
る
給
料
月
額
に
限
定
し
て
引
下
げ
（
平
均
改
定

率
　
△
0.1％

）

・
そ
の
他
の
給
料
表
　
行
政
職
給
料
表
と
の
均
衡
を
考
慮
し
た
引
下
げ
（
医
療
職
給
料
表
�
等
を
除
く
。）

※
給
与
構
造
改
革
の
給
与
水
準
引
下
げ
に
伴
う
経
過
措
置
額
に
つ
い
て
も
，
平
成
22年

の
給
料
表
の
改
定

率
等
を
踏
ま
え
て
引
下
げ

�
　
55歳

を
超
え
る
職
員
の
給
料
月
額
の
減
額
支
給
等

ａ
　
当
分
の
間
，
55歳

を
超
え
る
職
員
（
次
の
表
の
給
料
表
欄
に
掲
げ
る
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職
員

で
そ
の
職
務
の
級
が
次
の
表
の
職
務
の
級
欄
に
掲
げ
る
職
務
の
級
以
下
で
あ
る
も
の
，
医
療
職
給
料
表

�
の
適
用
を
受
け
る
職
員
，
再
任
用
職
員
，
特
定
任
期
付
職
員
，
第
１
号
任
期
付
研
究
員
及
び
第
２
号

任
期
付
研
究
員
を
除
く
。）
に
対
す
る
給
料
月
額
の
支
給
に
当
た
っ
て
は
，
当
該
職
員
が
55歳

に
達
し

た
日
後
に
お
け
る
最
初
の
４
月
１
日
以
後
，
当
該
職
員
の
給
料
月
額
か
ら
，
当
該
給
料
月
額
に
100分

の
0．
7を
乗
じ
て
得
た
額
に
相
当
す
る
額
（
そ
の
額
を
当
該
給
料
月
額
か
ら
減
じ
た
額
が
当
該
職
員
の

属
す
る
職
務
の
級
の
最
低
の
号
俸
の
給
料
月
額
に
達
し
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
，
当
該
給
料
月
額
を
当

該
職
員
の
給
料
月
額
か
ら
減
じ
た
額
）
を
減
ず
る
こ
と
。
農
林
漁
業
普
及
指
導
手
当
の
支
給
に
当
た
っ

て
も
，
同
様
と
す
る
こ
と
。

ｂ
　
ａ
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
対
す
る
地
域
手
当
の
支
給
に
当
た
っ
て
は
，
そ
の
者
の
地
域
手
当
の
月

額
か
ら
，
ａ
に
よ
り
減
ず
る
額
に
相
当
す
る
額
に
地
域
手
当
の
支
給
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
を
減
ず
る

こ
と
。

ｃ
　
ａ
の
適
用
を
受
け
る
職
員
に
係
る
勤
務
１
時
間
当
た
り
の
給
与
額
の
算
出
並
び
に
当
該
職
員
に
対
す

る
期
末
手
当
，
勤
勉
手
当
及
び
休
職
者
の
給
与
の
支
給
に
当
た
っ
て
は
，
ａ
及
び
ｂ
に
準
ず
る
こ
と
。

�
　
諸
手
当

ａ
　
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当

　
�
　
平
成
22年

12月
期
以
降
の
支
給
割
合

　
　
�
　
�
以
外
の
職
員

（
単
位
：
人
）

計
そ
の
他

警
察

本
部

教
育

委
員
会

知
事

部
局

区
　
　
　
分

18
1

8
1

8
部
長
及
び
そ
の
相
当
職

14
0

0
3

11
次
長
及
び
そ
の
相
当
職

39
0

25
13

1
課
長
及
び
そ
の
相
当
職

71
1

33
17

20
合
　
　
　
計

較
差
（
Ａ
－
Ｂ
）

職
員
給
与
 Ｂ

民
間
給
与
 Ａ

△
 663円

　［
△
0.17％

］
（
13,151円

　［
　
3.51％

］）
388,803円

　
（
374,989円

）
388,140円

  

職
務
の
級

 
給
　
　
料
　
　
表

５
　
　
級

行
政

職
給
料
表

６
　
　
級

公
安

職
給
料
表

３
　
　
級

教
育
職
給
料
表
�

３
　
　
級

教
育
職
給
料
表
�

３
　
　
級

研
 
究
 
職
 
給
 
料
 
表

５
　
　
級

医
療
職
給
料
表
�

５
　
　
級

医
療
職
給
料
表
�
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12月

に
支
給
さ
れ
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
1.35月

分
と
し
，
同
月
に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手

当
の
支
給
割
合
を
0.65月

分
と
す
る
こ
と
。
再
任
用
職
員
に
つ
い
て
は
，
同
月
に
支
給
さ
れ
る
期

末
手
当
の
支
給
割
合
を
0.8月

分
と
し
，
同
月
に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合
を
0.3月

分

と
す
る
こ
と
。

　
　
�
　
特
定
幹
部
職
員

　
12月

に
支
給
さ
れ
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
1.15月

分
と
し
，
同
月
に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手

当
の
支
給
割
合
を
0.85月

分
と
す
る
こ
と
。
再
任
用
職
員
に
つ
い
て
は
，
同
月
に
支
給
さ
れ
る
期

末
手
当
の
支
給
割
合
を
0.7月

分
と
し
，
同
月
に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合
を
0.4月

分

と
す
る
こ
と
。

　
�
　
平
成
23年

６
月
期
以
降
の
支
給
割
合

　
　
�
　
�
以
外
の
職
員

　
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
1.225月

分
及
び
1．
375

月
分
と
し
，
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
0.675月

分
と

す
る
こ
と
。
再
任
用
職
員
に
つ
い
て
は
，
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合

を
そ
れ
ぞ
れ
0.325月

分
と
す
る
こ
と
。

　
　
�
　
特
定
幹
部
職
員

　
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
1.025月

分
及
び
1.175

月
分
と
し
，
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
0.875月

分
と

す
る
こ
と
。
再
任
用
職
員
に
つ
い
て
は
，
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
勤
勉
手
当
の
支
給
割
合

を
そ
れ
ぞ
れ
0.425月

分
と
す
る
こ
と
。

ｂ
　
地
域
手
当

　
地
域
手
当
の
月
額
は
，
給
料
，
管
理
職
手
当
及
び
扶
養
手
当
の
月
額
の
合
計
額
に
，
次
の
表
に
掲
げ

る
地
域
の
区
分
に
応
じ
，
同
表
に
定
め
る
支
給
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
こ
と
。

　
た
だ
し
，
医
療
職
給
料
表
�
の
適
用
を
受
け
る
職
員
の
地
域
手
当
の
支
給
割
合
は
，
こ
の
表
に
よ
り

100分
の
15以

上
の
支
給
割
合
に
よ
る
地
域
手
当
を
支
給
さ
れ
る
場
合
を
除
き
，
当
分
の
間
，
こ
の
表

に
か
か
わ
ら
ず
，
100分

の
15と

す
る
こ
と
。

ロ
　
一
般
職
の
任
期
付
職
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
の
改
正

�
　
給
料
表

　
現
行
の
給
料
表
を
別
記
第
２
の
と
お
り
改
定
す
る
こ
と
。［
別
記
第
２
　
略
］

�
　
特
定
任
期
付
職
員
の
期
末
手
当

　
ａ
　
平
成
22年

12月
期
の
支
給
割
合

　
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
1.5月

分
と
す
る
こ
と
。

　
ｂ
　
平
成
23年

６
月
期
以
降
の
支
給
割
合

　
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
1.4月

分
及
び
1.55月

分
と
す

る
こ
と
。

ハ
　
一
般
職
の
任
期
付
研
究
員
の
採
用
等
に
関
す
る
条
例
の
改
正

�
　
給
料
表

　
現
行
の
第
１
号
任
期
付
研
究
員
に
適
用
さ
れ
る
給
料
表
を
別
記
第
３
の
と
お
り
改
定
す
る
こ
と
。［
別
記

第
３
　
略
］

�
　
期
末
手
当

　
ａ
　
平
成
22年

12月
期
の
支
給
割
合

　
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
1.5月

分
と
す
る
こ
と
。

　
ｂ
　
平
成
23年

６
月
期
以
降
の
支
給
割
合

　
６
月
及
び
12月

に
支
給
さ
れ
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
1.4月

分
及
び
1.55月

分
と
す

る
こ
と
。

ニ
　
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
平
成
19年

宮
城
県
条
例
第
46号

）
の
改
正

　
平
成
19年

３
月
31日

か
ら
引
き
続
き
同
一
の
給
料
表
の
適
用
を
受
け
る
職
員
で
，
そ
の
者
の
給
料
月
額

が
，
同
日
に
お
い
て
受
け
て
い
た
給
料
月
額
（
こ
の
改
定
の
実
施
の
日
に
お
い
て
次
に
掲
げ
る
職
員
で
あ
る

者
に
あ
っ
て
は
，
当
該
給
料
月
額
に
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
額
と
し
，
そ
の
額
に
１
円

未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
こ
れ
を
切
り
捨
て
た
額
と
す
る
。）
に
達
し
な
い
こ
と
と
な
る
も
の
（
人
事

委
員
会
規
則
で
定
め
る
職
員
を
除
く
。）
に
は
，
給
料
月
額
の
ほ
か
，
そ
の
差
額
に
相
当
す
る
額
（
イ
の
�
の

適
用
を
受
け
る
職
員
に
あ
っ
て
は
，
当
該
額
か
ら
，
当
該
額
に
イ
の
�
の
ａ
に
定
め
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た

額
に
相
当
す
る
額
を
減
じ
た
額
）
を
給
料
と
し
て
支
給
す
る
こ
と
。

�
　
平
成
21年

12月
１
日
に
お
い
て
現
行
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
ホ

の
�
の
ａ
の
�
に
お
い
て
「
平
成
19年

改
正
条
例
」
と
い
う
。）
附
則
第
９
項
各
号
に
掲
げ
る
職
員
で
あ
っ

た
者
�
，
�
に
お
い
て
「
平
成
21年

度
減
額
改
定
対
象
職
員
」
と
い
う
。）
の
う
ち
，
同
項
第
１
号
に
掲

げ
る
職
員
で
あ
っ
た
者
　
100分

の
99.62

支
給
割
合

地
域
の
区
分

100分
の
18

東
京
都
千
代
田
区

１
級
地

100分
の
15

大
阪
市

２
級
地

100分
の
4.5

仙
台
市

４
級
地
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�
　
平
成
21年

度
減
額
改
定
対
象
職
員
の
う
ち
，
同
項
第
２
号
に
掲
げ
る
職
員
で
あ
っ
た
者
　
100分

の

99.52

�
　
平
成
21年

度
減
額
改
定
対
象
職
員
以
外
の
職
員
（
医
療
職
給
料
表
�
の
適
用
を
受
け
る
職
員
及
び
第
２

号
任
期
付
研
究
員
を
除
く
。）　

100分
の
99.83

ホ
　
改
定
の
実
施
時
期
等

�
　
改
定
の
実
施
時
期

　
こ
の
改
定
は
，
こ
の
勧
告
を
実
施
す
る
た
め
の
条
例
の
公
布
の
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
の
初
日
（
公
布

の
日
が
月
の
初
日
で
あ
る
と
き
は
，
そ
の
日
）
か
ら
実
施
す
る
こ
と
。
た
だ
し
，
イ
の
�
の
ａ
の
�
及
び

ｂ
，
ロ
の
�
の
ｂ
並
び
に
ハ
の
�
の
ｂ
に
つ
い
て
は
，
平
成
23年

４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
こ
と
。

�
　
平
成
22年

12月
に
支
給
す
る
期
末
手
当
に
関
す
る
特
例
措
置

ａ
　
平
成
22年

12月
に
支
給
す
る
期
末
手
当
の
額
は
，
当
該
期
末
手
当
の
イ
の
�
の
ａ
の
�
，
ロ
の
�
の

ａ
又
は
ハ
の
�
の
ａ
に
よ
る
改
定
後
の
額
（
以
下
「
基
準
額
」
と
い
う
。）
か
ら
，
�
及
び
�
に
掲
げ
る

額
の
合
計
額
（
以
下
「
調
整
額
」
と
い
う
。）
に
相
当
す
る
額
を
減
じ
た
額
と
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
，
調
整
額
が
基
準
額
以
上
と
な
る
と
き
は
，
期
末
手
当
は
，
支
給
し
な
い
こ
と
と
す
る
こ

と
。

�
　
平
成
22年

４
月
１
日
（
同
月
２
日
か
ら
同
年
12月

１
日
ま
で
の
期
間
に
お
い
て
職
員
以
外
の
者
又

は
職
員
で
あ
っ
て
適
用
さ
れ
る
給
料
表
並
び
に
そ
の
職
務
の
級
及
び
号
俸
が
そ
れ
ぞ
れ
次
の
表
の
給

料
表
欄
，
職
務
の
級
欄
及
び
号
俸
欄
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
も
の
（
当
該
期
間
に
イ
の
�
を
適
用
し

た
と
す
る
な
ら
ば
給
料
月
額
の
減
額
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
職
員
及
び
平
成
19年

改
正
条
例
附
則

第
９
項
か
ら
第
11項

の
規
定
に
よ
る
給
料
を
支
給
さ
れ
る
職
員
を
除
く
。），
医
療
職
給
料
表
�
の
適

用
を
受
け
る
職
員
若
し
く
は
第
２
号
任
期
付
研
究
員
か
ら
こ
れ
ら
の
職
員
以
外
の
職
員
（
以
下
「
調

整
対
象
職
員
」
と
い
う
。）
と
な
っ
た
者
（
同
年
４
月
１
日
に
調
整
対
象
職
員
で
あ
っ
た
者
で
任
用

の
事
情
を
考
慮
し
て
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。）
に
あ
っ
て
は
，
そ
の
調
整
対
象

職
員
と
な
っ
た
日
（
当
該
日
が
２
以
上
あ
る
と
き
は
，
当
該
日
の
う
ち
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る

日
））
に
お
い
て
調
整
対
象
職
員
が
受
け
る
べ
き
給
料
（
特
例
条
例
に
よ
る
減
額
措
置
前
の
額
），
管

理
職
手
当
（
特
例
条
例
に
よ
る
減
額
措
置
前
の
額
），
初
任
給
調
整
手
当
，
扶
養
手
当
，
地
域
手
当
，

住
居
手
当
，
単
身
赴
任
手
当
の
基
礎
額
，
特
地
勤
務
手
当
（
こ
れ
に
準
ず
る
手
当
を
含
む
。），
へ
き

地
手
当
（
こ
れ
に
準
ず
る
手
当
を
含
む
。）
及
び
教
職
調
整
額
の
月
額
の
合
計
額
に
100分

の
0.22を

乗
じ
て
得
た
額
に
，
同
月
か
ら
こ
の
改
定
の
実
施
の
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
の
月
数
（
同
年
４

月
１
日
か
ら
当
該
実
施
の
日
の
前
日
ま
で
の
期
間
に
お
い
て
，
在
職
し
な
か
っ
た
期
間
，
給
料
を
支

給
さ
れ
な
か
っ
た
期
間
，
調
整
対
象
職
員
以
外
の
職
員
で
あ
っ
た
期
間
そ
の
他
の
人
事
委
員
会
規
則

で
定
め
る
期
間
が
あ
る
職
員
に
あ
っ
て
は
，
当
該
月
数
か
ら
当
該
期
間
を
考
慮
し
て
人
事
委
員
会
規

則
で
定
め
る
月
数
を
減
じ
た
月
数
）
を
乗
じ
て
得
た
額

�
　
平
成
22年

６
月
１
日
に
お
い
て
調
整
対
象
職
員
で
あ
っ
た
者
（
任
用
の
事
情
を
考
慮
し
て
人
事
委

員
会
規
則
で
定
め
る
者
を
除
く
。）
に
同
月
に
支
給
さ
れ
た
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
の
合
計
額
に

100分
の
0.22を

乗
じ
て
得
た
額

 
号
　
　
　
　
　
俸

職
務
の
級

 
給
　
　
料
　
　
表

１
号
俸
か
ら
93号

俸
ま
で

１
　
級

行
政
職
給
料
表

１
号
俸
か
ら
64号

俸
ま
で

２
　
級

１
号
俸
か
ら
48号

俸
ま
で

３
　
級

１
号
俸
か
ら
32号

俸
ま
で

４
　
級

１
号
俸
か
ら
24号

俸
ま
で

５
　
級

１
号
俸
か
ら
16号

俸
ま
で

６
　
級

１
号
俸
か
ら
４
号
俸
ま
で

７
　
級

１
号
俸
か
ら
92号

俸
ま
で

１
　
級

公
安
職
給
料
表

１
号
俸
か
ら
84号

俸
ま
で

２
　
級

１
号
俸
か
ら
72号

俸
ま
で

３
　
級

１
号
俸
か
ら
56号

俸
ま
で

４
　
級

１
号
俸
か
ら
32号

俸
ま
で

５
　
級

１
号
俸
か
ら
24号

俸
ま
で

６
　
級

１
号
俸
か
ら
16号

俸
ま
で

７
　
級

１
号
俸
か
ら
４
号
俸
ま
で

８
　
級

１
号
俸
か
ら
92号

俸
ま
で

１
　
級

教
育
職
給
料
表
�

１
号
俸
か
ら
72号

俸
ま
で

２
　
級

１
号
俸
か
ら
48号

俸
ま
で

特
２
級

１
号
俸
か
ら
24号

俸
ま
で

３
　
級

１
号
俸
か
ら
92号

俸
ま
で

１
　
級

教
育
職
給
料
表
�

１
号
俸
か
ら
84号

俸
ま
で

２
　
級

１
号
俸
か
ら
48号

俸
ま
で

特
２
級

１
号
俸
か
ら
40号

俸
ま
で

３
　
級

１
号
俸
か
ら
96号

俸
ま
で

１
　
級
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ｂ
　
平
成
22年

４
月
１
日
か
ら
同
年
12月

１
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
企
業
職
員
等
で
あ
っ
た
者
か
ら
引

き
続
き
新
た
に
職
員
と
な
っ
た
者
で
任
用
の
事
情
を
考
慮
し
て
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も
の
に
つ

い
て
は
，
ａ
の
額
の
算
定
に
関
し
所
要
の
調
整
を
講
ず
る
こ
と
。

�
　
そ
の
他
所
要
の
措
置

　
　
�
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
，
こ
の
改
定
に
伴
い
，
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

　
３
　
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
の
要
求
の
状
況

　
法
第
46条

の
規
定
に
よ
り
，
職
員
は
，
給
与
，
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に
関
し
，
人
事
委
員
会
に
対
し

て
，
任
命
権
者
に
よ
り
適
当
な
措
置
が
執
ら
れ
る
べ
き
こ
と
を
要
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　
�
　
係
属
状
況

平
成
22年

度
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
要
求
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

 

１
号
俸
か
ら
72号

俸
ま
で

２
　
級

１
号
俸
か
ら
40号

俸
ま
で

３
　
級

研
究
職
給
料
表

１
号
俸
か
ら
24号

俸
ま
で

４
　
級

１
号
俸
か
ら
４
号
俸
ま
で

５
　
級

１
号
俸
か
ら
85号

俸
ま
で

１
　
級

医
療
職
給
料
表
�

１
号
俸
か
ら
72号

俸
ま
で

２
　
級

１
号
俸
か
ら
56号

俸
ま
で

３
　
級

１
号
俸
か
ら
44号

俸
ま
で

４
　
級

１
号
俸
か
ら
28号

俸
ま
で

５
　
級

１
号
俸
か
ら
16号

俸
ま
で

６
　
級

１
号
俸
か
ら
４
号
俸
ま
で

７
　
級

１
号
俸
か
ら
96号

俸
ま
で

１
　
級

医
療
職
給
料
表
�

１
号
俸
か
ら
80号

俸
ま
で

２
　
級

１
号
俸
か
ら
56号

俸
ま
で

３
　
級

１
号
俸
か
ら
44号

俸
ま
で

４
　
級

１
号
俸
か
ら
28号

俸
ま
で

５
　
級

１
号
俸
か
ら
８
号
俸
ま
で

６
　
級

   処
　
　
理
　
　
件
　
　
数

係
属
件
数

 

� 注 
　
一
部
否
認
・
却
下
の
場
合
，
全
部
否
認
１
件
と
す
る
。

　
　
�
　
完
結
事
案

　
平
成
22年

度
の
措
置
要
求
に
関
す
る
完
結
事
案
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
４
　
不
利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申
立
て
の
状
況

　
法
第
49条

の
２
の
規
定
に
よ
り
，
懲
戒
そ
の
他
そ
の
意
に
反
す
る
と
認
め
る
不
利
益
な
処
分
を
受
け
た
職
員

は
，
人
事
委
員
会
に
行
政
不
服
審
査
法
に
よ
る
不
服
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

�
　
係
属
状
況

　
平
成
22年

度
の
不
利
益
処
分
に
関
す
る
不
服
申
立
て
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

 

翌
年
度
へ

の
繰
越
　

�
－
�

計(B
)

判
　
　
　
定

打
切

取
下

却
下

計
�

新
規
申
立

前
年
度
か
ら
の
繰
越

区
　
分

全
部
否
認

一
部
容
認

全
部
容
認

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
給

与

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
旅

費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
勤
務
時
間

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
休

暇

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
執
務
環
境

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
厚
生
福
利

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
転

任

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
任

用

0
1

0
0

0
0

0
1

1
1

0
そ
の
他

0
1

0
0

0
0

0
1

1
1

0
計

処
理
結
果

処
理
年
月
日

要
　
求
　
内
　
容

要
　
求
　
者

事
案
番
号

却
　
下

平
成
22年

５
月
26日

研
修
の
受
講
を
不
当
に
妨
害

す
る
行
為
の
禁
止

知
事
部
局
職
員

平
成
22年

（
措
）

第
１
号
事
案

翌
年
度
へ

の
繰
越
　

�
－
�

   処
　
　
理
　
　
件
　
　
数

係
属
件
数

 

区
　
分

計(B
)

判
　
　
　
定

打
切

取
下

却
下

計�
新
規
申
立

前
年
度
か
ら
の
繰
越

処
分
承
認

処
分
修
正

処
分
取
消

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
降
給

 分限
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

降
任
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�
　
完
結
事
案

　
平
成
22年

度
の
不
服
申
立
て
に
関
す
る
完
結
事
案
の
状
況
は
，
次
の
と
お
り
で
あ
る
。処
理
年
月
日
及

び
処
理
結
果
　

処
分
事
由

処
分
内
容

処
分
者

不
服
申
立
人

事
案
番
号

平
成
22年

４
月
28日

承
認

職
務
専
念
義
務
違
反

懲
戒
戒
告

知
　
事

知
事
部
局
職
員

平
成
20年

（
不
）

第
１
号
事
案

平
成
22年

４
月
28日

承
認

職
務
専
念
義
務
違
反

懲
戒
戒
告

知
　
事

知
事
部
局
職
員

平
成
21年

（
不
）

第
２
号
事
案

平
成
22年

６
月
29日

承
認

信
用
失
墜
行
為

懲
戒
停
職

（
２
月
）

知
　
事

知
事
部
局
職
員

平
成
16年

（
不
）

第
４
号
事
案

平
成
22年

７
月
６
日

承
認

信
用
失
墜
行
為

懲
戒
免
職

教
　
育

委
員
会

教
育
委
員
会
職

員
平
成
20年

（
不
）

第
２
号
事
案

平
成
22年

８
月
26日

却
下

（
過
年
度
通
勤
手
当
の
返
納
）

教
育
委
員
会
職

員
　
　

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
休
職

処分

1
0

0
0

0
0

0
0

1
0

1
免
職

0
2

2
0

0
0

0
0

2
0

2
戒
告

懲戒処分

1
0

0
0

0
0

0
0

1
0

1
減
給

1
1

1
0

0
0

0
0

2
0

2
停
職

2
1

1
0

0
0

0
0

3
1

2
免
職

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
転
　
任

0
1

0
0

0
0

0
1

1
1

0
そ
の
他

5
5

4
0

0
0

0
1

10
2
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